
H19年度

モデル事業の実施による、
CF側のノウハウ集約と
環境面・経済面での評価手法の確立

H20年度

わが国における市民出資・
市民金融の意義や役割、
発展方策等の検討

H21年度

・運営ノウハウ集やガイドの作成

・市民出資・市民金融発展のための仕
組みづくり

・モデル事業を通じて、CF側のノウハウを強化する。
・事業の結果、現在のCFに足りないリソースは何か、
把握する。

・H19年度の結果を受けて、我が国において
市民出資・市民金融が成立するための要件を検討する。
（例）・必要なリソースを、いかに地域内で調達するか、

・CFの力量形成のために何が必要か、
・欧米等の先進ケースを参考に。政策として今後
どのような取り組みが考えられるか）

・H19年度・20年度のモデル事業を受け、
よりよいCF運営のためのガイドラインを作成。
・平成20年度調査で明らかとなった、 市民出資・
市民金融を発展させる仕組みについて、
より詳細な制度設計を行う。

環境分野への市民出資・市民金融の仕組みをより大きな流れにするため、モデル事業を通じて、
市民出資・市民金融のノウハウを集約するとともに、その結果を通じて見えてきた課題（足りない
リソース）を、どのようにして補えるか検討。

コミュニティ・ファンド等を活用した環境保全活動の
促進に係る調査検討業務報告書について
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これまでの主な検討成果（地域連携の必要性）
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市民出資・市民金融
銀行などの金融機関ではなく、任意の団体が市民・住民からお金を集めて、地域社会貢献を目的とする地域
に根ざした事業性・収益性のある事業などに対して、融資や出資を行なう仕組み

コミュニティ
ファンド

中間支援組織

環境CB

協力協力 協力

支援・資金提供

出資

国

自治体

市民

金融機関

金融機関とCFが

お互いの強みを
補完しながら協力
できる体制の構築

国や自治体の役割として、
環境CBの設備投資支援や
事業環境改善のための
政策を打つことも重要

※これらの連携は、個々のコミュニティ・ビジネスのニーズに立脚して多様に形作られる必要がある。
※いずれの場合においても、地域内の資源を適切に把握し、全体をコーディネートする人材や、
連携のプロセスをマネジメントする人材が重要である。

※プロセスをマネジメントする担い手についても様々なパターンが考えられるが、そのひとつとして、
中間支援組織やコミュニティファンドなどが、連携のプロセス全体をマネジメントすることも考えられる。

資金支援（融資）
やアドバイス

支援・資金提供

助成や
情報提供等
のサポート

アドバイス・評価

地域連携を構築する上で
は、全体をコーディネート
する人材・組織が不可欠 応援／

モノやサービス
の購入

＜地域連携のイメージ＞



これまでの主な検討成果（今後の検討課題）
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